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岩見沢市の取組み

情報通信基盤整備とスマート農業等への利活用



「心ゆたかな暮らし」（Well-Being）と
「持続可能な環境・社会・経済」（Sustainability）を実現

地域DXの推進 デジタル田園都市国家構想 1

※2022年６月７日「デジタル田園都市国家構想基本方針」を閣議決定

デジタル庁HPより



地域DXの推進 デジタル田園都市国家構想実現会議における岩見沢市発表資料より 2

デジタル技術を用いて地域社会を変えていく



岩見沢市のデジタル利活用環境



1993年（平成5年）頃よりデジタル活用による「市民生活の質の向上」と「地域経済の活性化」をテーマに、

自営光ファイバ網（約210km）等の基盤整備を行うとともに、教育や医療・福祉など幅広い分野での利活用を

展開。また、ICTに関する新たな地域産業創出に向けた施策を展開しており、延1,200名程の地元雇用を創出。

分野 システム・キーワード 概要 開始時期

教育 遠隔教育システム
全小中学校、市立高校を対象に、遠隔授業・学校間交流機能
DSN(digital School Neteork）による国内外との交流機能

1997年

医療 遠隔画像診断システム 市立総合病院と大学病院間での遠隔画像診断・治療支援機能 2003年

安全 児童見守りシステム
アクティブ型電子タグを用いた市内小学生（希望者）の登下
校情報配信機能 等

2006年

産業 スマート農業
ビッグデータ収集・解析機能（農業気象情報）
高精度位置情報配信機能（RTK基地局）

2012年

雇用 就業研修
企業が求める人材育成のためのスキル研修
在宅就業（テレワーク）研修

2014年

健康 健康経営
健康増進に関する各種機能
（データヘルス、コミュニケーションアプリ）

2014年

社会実装する主な利活用

デジタル関連施策 3



●安全
児童見守り

●教育
（GIGAスクール）

●在宅就業
（テレワーク）

●除排雪

農業農村地域における定住条件強化に寄与

デジタル基盤活用例 4



• ITビジネスセンター（略称：ITBC)

✓ 震度６強 耐震構造 防水、防火設備

✓ 高圧（標準電圧6,000V）、 750kVA

✓ 無停電電源装置  250kVA／1台

✓ ディーゼル自家発電装置（375kVA）7日間運転可能

✓ 冷房設備2重化

✓ 24/365ラック内環境モニタリング、監視カメラによる監視、記録

✓ 生体認証・非接触型ICカードによる入退室 2要素認証、共連防止

✓ 設置ラック数 69台

• エコDC岩見沢（略称：ecoDC)

✓ 高圧（標準電圧6,000V）、 500kVA

✓ 無停電電源装置  400kVA／1台

✓ ディーゼル自家発電装置（350kVA）5日間運転可能

✓ 24/365ラック内環境モニタリング、監視カメラによる監視、記録

✓ 生体認証・非接触型ICカードによる入退室 2要素認証、共連防止

✓ コンテナ2基 設置ラック総数 20台

ISMS認証 JIS Q 27001:2014(ISO/IEC27001:2013)
登録番号 ICMS-SR0065

運用中のデータセンター（市内2施設） 5



整備開始：1997年度（平成9年度）
延長距離：約210㎞（2022年3月現在）※幹線部位は3年間で完成
接続施設：市内小中学校、医療福祉施設、主要公共施設等105施設
運営方法：自営（管理業務は市第3セクターが実施）

主な利用：接続施設におけるインターネット利用
・ギガスクール構想関連（バックホール）

デバイド解消に関する利用
・BWAサービス（バックホール）
・通信事業者に対する一部貸与（IRU）

地域システムのバックホール利用
・スマート農業関連システム
・児童見守りシステム
・防災システム 等

デジタル基盤（自営光ファイバ網） 6



・スマート農業の進展に伴う農地でのブロードバンド利用ニーズの高まり
・スマートフォンやタブレットなどモバイル系端末の普及による利用シーン拡大対応

デジタル基盤（地域BWA網）

地域BWA（地域広帯域移動無線アクセスシステム）導入によるICT環境形成

農業農村地域のブロードバンド基盤として活用中（生活・教育・健康・スマート農業・・・）

7



8

健康・少子化対策プロジェクト（北海道大学COI＆NEXT）

第９回プラチナ大賞（総務大臣賞）
第３回日本オープンイノベーション大賞（日本学術会議会長賞）
第10回健康寿命をのばそう！アワード（厚生労働大臣優秀賞）

デジタルを活用した産学官連携プロジェクト

地域の未来（将来像）に向け
目的を共有・共感する産学官が連携し、バックキャスティング思考で施策を展開



〇2019年度 計103件
ドイツ（連邦議会）、中国（政府）、韓国（大学）、アメリカ（ニューヨークタイムズ）、経団連、熊本県（天草スマート農業セミナー）

〇2020年度 計  44件
日本農業農村工学会、北陸総合通信局主催セミナー（福井市）

〇2021年度 計  47件
総務大臣、文部科学省政務官、デジタル田園都市国家構想実現会議

〇2022年度 計  83件
農研機構理事長、フランス大使、タイ王国大使館、大分県宇佐市、北斗市（自治体、土地改良区、生産者）、鹿児島経済同友会、内閣官房、総務省参与・・・

〇2023年度 計  30件（４月～9月現在）
ドイツ（大学、商務関係者）、韓国（大学、農業関係機関）、農林水産省、兵庫県、経団連・・・

視察・講演等の対応

駐日フランス大使来訪 2022年6月8日 タイ王国大使館来訪 2022年9月22日

注目される岩見沢市の取組み 9

経団連バイオエコノミー委員会来訪2023年8月2日



10岩見沢市の取組みが科学技術白書に掲載



農業分野における活用例



水稲や小麦、大豆、玉葱など土地利用型農業を中心とした国内有数の食料供給基地

水稲の他、小麦、玉葱等の基幹作物の他、大豆、なたねの生産が北海道・全国シェアの上位を占める

岩見沢農業の概況 11

項目 データ 道内順位 全国順位 年

水稲作付面積 4,270 ha 3位 46位 2022

水稲収穫量 24,900 t  3位 42位 2022

小麦作付面積 5,700 ha 4位 4位 2022

小麦収穫量 25,200 t  5位 5位 2022

大豆作付面積 2,220 ha 4位 5位 2021

大豆収穫量 6,380 t  3位 3位 2021

たまねぎ作付面積 1,160 ha 4位 6位 2021

たまねぎ収穫量 54,200 t  4位 6位 2021

なたね作付面積 122 ha 3位 3位 2022

なたね収穫量 515 t  1位 1位 2022

データ 道内順位 全国順位 年

19,700 ha 9位 11位 2022

うち田耕地面積 16,300 ha 1位 5位 2022

1,020 ha 2位 - 2020総農家数

項目

耕地面積
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岩見沢市の1戸あたりの経営耕地面積（ha）

農家戸数は年々減少する一方で、農業就業人口の65歳以上の比率や1戸あたりの経営耕地面

積が上昇・増加傾向であり、後継者不足や労働力不足等が課題

※出典：農林水産省 「農林業センサス」、農林水産省「耕地面積調査」、岩見沢市農務課調べ

岩見沢農業の課題 12

2005   2010   2015 2116    2017   2018   2019   2020    2021   2022   2023 2005   2010    2015 2116    2017    2018    2019   2020    2021    2022    2023



●研究会設立（平成25年1月29日）
名称：いわみざわ地域ICT(GNSS等)農業利活用研究会
目的：ICT利活用など次世代農業の実現を目指し、営農者自ら実証や普及展開に関する取り組みを展開
構成：市内営農者109名で設立 ※現在は257名（賛助会員含む）

自動操舵機器未経験者のために関係機関と研究会でマニュアルを作成

ＩＣＴ現地研修会 座学研修会の開催

ＳＮＳなどを活用し、画像や動画で情報交換

13
生産者との連携



●「位置情報配信サービス」開始 2013年4月~

●「農業気象配信サービス」開始 2013年5月~

★「産学官連携体制」構築 2013年10月~

★総務省「G空間シティモデル構築事業」2014年度

★農水省「革新的技術開発・
緊急展開事業」2016年度～

●「ICT農業普及促進事業」
2016年度～

★農水省「ロボット技術導入実証事業」2015年度

★内閣府「次世代農林水産業創造技術で取り
組む多収と高品質を実現するための気象変動
に対応した最適栽培管理システム」2017年度

★内閣府「未来技術社会実装事業」
2018年度～2022年度 ★農水省「スマート農業加速化実証事業」2019年度～

★総務省「ローカル５G等を活用した
地域課題解決実証事業」2020年度

★農水省「スマート農業実証事業
（ローカル５G）」2020年度～

岩
見
沢
単
独

世界トップレベルの「スマート一次産
業」の実現に向けた実証フィールド形
成による地域創生

2014

2016

2018

2020

スマート農業の取組み経過 14

2023 ★総務省「地域デジタル基盤活用推
進事業」2023年度

★農水省「下水道資源の活用促進モ
デル実証」2023年度～

★農水省「戦略的スマート農業技術の
実証・実装」2023年度～

★：北海道大学大学院農学研究院と連携



●気象情報システム ●RTK-GNSSの活用

●ビッグデータ収集解析 ●無人作業機の遠隔監視制御（実証中）

15

基幹産業（農業）の活性化・持続性確保に寄与

スマート農業の主な取組み



市内13か所に設置の「気象観測装置」にて取得する各種データを
基に解析する各種予測値を50mメッシュ単位で情報提供

農業気象情報 16



農業気象情報 ～予測～ 17

出穂期予測 開花予測

収穫期予測 病害虫発生予測



スマート農業を支えるデジタル基盤 ～RTK基地局～ 18

【効果例】作業機重複幅の減少

走行方法の変更による作業効率化

● 岩見沢市内に基地局を独自に設置 
● 重複幅減少、走行ライン適正化による労働時間の削減
●直線部での作業速度向上（北海道生産技術体系に比べ約2割の向上）



最先端の農業ロボット技術と情報通信技術の活用による世界トップレベルのスマート農業およびサステイナブル
なスマート・アグリシティ実現に向けた共同検討に関する産官学協定（2019年6月～）

NTTグループ・北海道大学・岩見沢市による産学官連携やステークホルダーとの共創のもと、農業に
おける課題解決や生活環境の向上など「スマート・アグリシティ」の実現を目指す（2019年～）

産学官による連携 19



制御
コンピュータ

一時停止
再開など

緊急停止
（エンジン停止）

圃場

Level 2（目視）

正常系
制御情報など

異常系
緊急停止など

安全監視
作業管理

正常系
制御情報・監視情報
（カメラ映像など）

Level 3（遠隔）

ロボット管制室

異常系
緊急停止など

安全監視
作業管理

遠隔監視制御のイメージ 20



その他の活用（地域BWA網の活用例） 21



現在の取組み



北海道通信日刊建設版
2023/7/20

22



地域の未来創造を目指しバックキャスティング思考で
～産学官連携のもと、データ駆動型農業の実装・横展開を推進～

農業DX ～新たな地域農業スタイル創出～ 23

農林水産省

戦略的スマート農業技術の実証・実装
期間：2023~2024
概要：収量・生育情報、有機物散布、土壌水分を統合

した「可変施肥マップ」を作成による化学肥料
削減と生育不均一性改善

農林水産省

下水道資源の活用促進モデル実証
期間：2023~2025
概要：下水道汚泥や玉葱残渣等を用いた安全・低コス

トな堆肥製造の確立と生産者や消費者の理解醸
成による資源循環型スマート農業の社会実装

総務省

地域デジタル基盤活用推進事業
期間：2023
概要：自動走行トラクターを用いた請負ビジネスモデ

ルの確立に向け、遠隔からの監視制御を可能と
するネットワークや関連機器等を用いた環境形
成を実証

内閣府（地方創生推進交付金）

農業DX推進事業
期間：2022~2024
概要：マーケティング嗜好に合わせた作物栽培を

はじめ、地域特性を活かした「データ駆動
型農業」の実装による持続性確保を目指す



総務省 地域デジタル基盤活用推進事業 24



土壌診断（化学性・物理性）及びリモートセンシング活用による化学肥料削減プロジェクト 25



農業以外での事例紹介



26除排雪への活用例
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地盤高
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地盤高

水位
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地盤高

雪詰り区間

P
St.1-1 St.1-2 St.1-3

St.2-1

水位

地盤高

水位

地盤高

雪詰り区間

河川

平常時
近隣のデータトレンド
が近似する。

異常時
観測データトレンド
にバラツキが生じる。

雪詰り上流の水位
路線１

平常な路線水位

路線２

R5.2.26～3.5の水位実測データ
（赤川地区２路線）

浸水警戒地域の推定
水位データのバラツキからエリアを推定

融雪災害の状況
国営お茶の水第２排水路

総務省「地域課題解決型ﾛｰｶﾙ５G等の実現に向けた開発実証」R2

農水省補助「情報通信環境整備対策事業」R4~6

この地域では、排水路に雪が詰まって、雪解け水による洪水
が発生するため、
・融雪期には、広範囲にわたって巡回目視による警戒を実施
・水位上昇時に建設機械による排水路内の除雪（雪割り）を実施

・雪上に水位が上がる（染み出す）まで判らない
・水位ピークは夜間
・労力がかさむ（複数人・長時間・夜間）
・危険を伴う（滑落・転倒・交通事故）
・作業時期を逸する（遅い：洪水、早い：2度手間）

ただし、

そこで、積雪下の排水路水位を遠隔監視することで、

・水位予測による、作業時期の最適化
・浸水計画地域を推定し、警戒態勢の効率化

確実な雪割り対応で安全性を向上

防災面での活用事例 用排水路監視 27



地産地消・自立型地域エネルギーシステムの活用

●市所有の温泉施設内の「温泉付随ガス」を活用して発電し、ドローン用充電等に活用

構 成：岩見沢市、北海道大学、㈱日立制作所、ノーステック財団、北海道電力など
概 要：温泉付随ガスや農産物残渣など多様な燃料に対応したAIマルチ燃料エンジンによる自立型

再生エネルギー電力システム（ナノグリット）の実装

複合的活用例 エネルギー循環 28



29その他の活用例（MaaS）

自動運転EVバス走行実証（2022年12月～）

EVバス車内での
ヘルスケアサービスの模様



目的：少子高齢化、農村地域の定住促進など地域の課題解決に向け地域取組×ローカル５Gで実証を行う
狙い：社会実装を踏まえた地域取組との連携を前提としたサービス性の向上、ロボット等の未来技術の先行実証

岩見沢市の地域課題

少子高齢化
出生率1.1 高齢化率36.2%

農村地域の定住促進

地域モビリティによる
住民サービス（予定）

妊活支援

専門医療

＊全国の自治体で初の認定

健康経営都市宣言＊

未来の子どもたちによりよい環境を

専門医の遠隔支援

ローカル5G

社
会
実
装
Ⅰ

未
来
技
術

専門医療の
提供

健康増進

プレ診療

8K映像

8Kカメラ

セカンドオピニオン

デジタル田園都市国家構想の成就

社
会
実
装
Ⅱ農村地域にデリバリ

健康増進

子育て支援

患者俯瞰

患者接写

ダーモカメラ

皮膚症状の確認等

ロボットアーム

遠隔技術指導
（将来的な遠隔検査）

子育て
自助支援

デバイススイッチャ

室内カメラ

マルチアングル

今回の実証

ローカル５Gを用いた実証（医療・健康） 2022年度～ 30



産学官連携による取組み事例

健康・少子化対策



30社以上の企業や機関が参画し、
岩見沢市をフィールドに健康に関する様々な取組みを展開

北海道大学COI :『食と健康の達人』拠点（2015.4~2022.3）

生活面における産学官連携 ～文部科学省COI～ 31



・低出生体重児比率低減：10.4%[2015] → 6.3%[2019] ※経済効果推計（全国）1000億¥

・2020 オープンイノベーション大賞 日本学術会議会長賞 受賞

・2021   7月 Nature 特集記事掲載 ：1000万View 達成
・2021 10月 プラチナ大賞・総務大臣賞 受賞
・2021 11月 健康寿命をのばそう！アワード 母子保健分野 厚生労働大臣 優秀賞 団体部門 受賞

低出生体重児(2500g未満）の低減を実現

32生活面における産学官連携 ～文部科学省COI～



さらなる展開 ～共創の場 COI-NEXT～

選択肢を増やし、ひととともに自分らしく生きる 笑顔あふれる社会をつくる

性成熟期

生殖・
妊娠前

妊娠
胎児期

新生児期

乳幼児期

学童・
思春期

厚生労働省子ども家庭局「最近の母子保健行政の動向」2019.2.27
https://www.mhlw.go.jp/content/11920000/000485784.pdf参考：成育の概念：ライフステージ

正のスパイラル
ライフデザイン

選択

選択
の

時代

・正解ではなく、自分らしく

・複数のまなび、遊び、大学

・複数の職業

・自己実現、利他

COI-NEXT

COI

33
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北海道大学医学部

北海道大学医学部

国立成育医療研究
センター

日立製作所

北海道大学医学部

さらなる展開 ～共創の場 COI-NEXT～



まとめ

地域社会の持続性確保に向けて・・・

●デジタル技術活用
・スマート農業をはじめ「データ駆動型農業」の社会実装を促進

→光ファイバや無線ネットワークなどの社会基盤をしっかりと構築
・地域で技術を使いこなすための人材育成（リ・スキリング）

→市民が技術に触れ・学ぶための「場（3rd  Place）」形成

●具体化に向けて重要視すること
・市民とビジョンを共有

→ファクトやエビデンスに基づく「相互理解」と「気づき」
→産学官の連携のもと、市民とともに地域社会全体が変革

・バックキャスティング思考
→幸せな未来（ライフデザイン）を描くことのできる社会へ

35



（ご参考）

ネットワーク整備の検討手法例



情報通信基盤整備を考えるにあたって

1-1.農業生産者ニーズの把握と整理
・生産者が利用する形態（自動走行農機、水管理、施設管理、営農指導・・・）

※利用されている農地の見学や生産者の声を聴くのも良い（事例あり）
※道農業普及

1-2.農業生産以外での活用の検討
・生産者による受益者負担のみでは維持困難

※生活面、行政面での活用も網羅的に検討すべき・・・行政内部での横断的検討など

2.効率・最適なネットワーク整備へ
・通信事業者によるサービス提供が困難なエリアには、行政を含めた整備運用

36



Step2 新たに整備すべきネットワークがある場合

整備検討
・ネットワークの種別
・整備手法の検討（公設、民設）
・運営手法の検討（公営、民営）

※制度改正の議論も可能性あり

                                  
通信事業者整備 基盤独自整備

北海道Society5.0推進会議資料より

Step1 必要性（地域で実装したいこと）の整理
利活用例
・産業面：農作業の効率・高度化に資する「スマート農業」に不可欠な通信環境

農作業機の自動操舵機能やロボット走行、自動給排水管理、
センシング（生育情報、気象情報等）
施設監視制御（乾燥施設、ハウス等）遠隔営農指導

・生活面：災害・被災情報等の収集や伝達に不可欠な通信環境
・行政面：デジタル社会システム 等々

作業なし

実装したいことがない場合
Step3 ネットワーク確保後

利用（社会実装）を推進

総務省 計画策定支援

農水省 モデル地区サポート

総務省 デジタル基盤整備支援

農水省 農山漁村振興交付金

総務省 基盤活用推進事業

Step4 アウトリーチ・横展開

内閣官房 デジタル田園都市交付金等

Step0 ネットワーク・利活用手法の状況把握
・必要とするネットワーク機能

・当該地域のネットワーク状況

農機・作業機メーカー等

通信事業者等

北海道総合通信局、農政事務所、開発局、道庁等が伴走支援

情報通信基盤整備のステップ案 37



情報通信基盤整備のポイント

農林水産省
「農業農村における情報通
信基盤整備のガイドライン」
より抜粋

38



農林水産省HPより
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農林水産省HPより
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農林水産省HPより

41
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